
　　③　高齢者、障害者等が公共交通機関を利用して移動するために必要となる乗降についての介助、
　　　旅客施設における誘導その他の支援

対　策
現行計画の内容

（計画対象期間及び事業の主な内容）
前年度の実施状況

持ち運び式ス
ロープの導入

乗降補助サービ
スの提供

ホームから線路を横断するための構内通路の間にスロープ
が無い駅を車椅子の方が利用できるよう持ち運び式のス
ロープを導入する。（2019年度以降）
（※2021年度取組計画書に記載は無いが実施したもので
す。）

無人駅において、事前連絡により乗降補助の依頼があれ
ば、近隣の有人駅などから係員が対応する仕組みを導入す
る。

持ち運び式のロング
スロープを彦根駅に
導入した。（2021年
度）

事前連絡を受けたと
きはスロープ等の準
備を行い、乗務員ま
たは近隣有人駅から
係員を派遣し、乗降
の補助を行ってい
る。

　　②　鉄道駅を使用した役務の提供の方法に関し法第八条第二項及び第三項の主務省令で定める基準
　　　を遵守するために必要な措置

対　策
現行計画の内容

（計画対象期間及び事業の主な内容）
前年度の実施状況

施設・設備の維
持管理および操
作方法や接遇方
法の習得

バリアフリー設備等は使用に支障がないように定期的な点
検を実施し、必要に応じて修理や交換を行う。

また、バリアフリー設備等の使用に支障がないように使用
方法や接遇方法に関する定期的な研修を実施する。

バリアフリー設備に
ついて、定期点検を
行い、必要に応じ補
修を行った。
バリアフリー設備を
使用した乗降に関す
る訓練を実施した。

対象となる鉄道
駅

現行計画の内容
（計画対象期間及び事業の主な内容）

前年度の実施状況

鳥居本駅
豊郷駅

プラットホーム縁端部に設置している点状ブロックをＪＩ
Ｓ規格に適合する内方線付き点状ブロックへ更新する。
（2021年度）

更新工事を実施した。

　　①　鉄道駅を公共交通移動等円滑化基準に適合させるために必要な措置

第２号様式（日本産業規格Ａ列４番）

移動等円滑化取組報告書（鉄道駅）

（令和3年度）

　　 住　　所　　滋賀県彦根市駅東町１５番１
　　　　　　　 
　 　事業者名　　近江鉄道株式会社
　　 代表者名　　代表取締役社長　飯田　則昭　　　　　　

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第９条の５の規定に基づき、次のとおり報告します。

Ⅰ　前年度の移動等円滑化取組計画書の内容の実施状況

　（１）移動等円滑化に関する措置の実施状況



　（３）報告書の公表方法

　（２）移動等円滑化の促進を達成するために（１）と併せて講ずべき措置の実施状況
ご利用のお客さまなどからバリアフリーに関する要望等が寄せられた場合は、お客さまの声とし
て集約し、社内共有するとともに対応を検討する体制を構築している。

弊社ホームページに掲載

　（４）その他

特になし

　　⑥　高齢者、障害者等が高齢者障害者等用施設等を円滑に利用するために必要となる適正な配慮に
　　　ついての鉄道駅の利用者に対する広報活動及び啓発活動

対　策
現行計画の内容

（計画対象期間及び事業の主な内容）
前年度の実施状況

啓発ポスター等
の掲出

関係団体と連携し駅掲示板等に啓発ポスターを掲出する。
駅掲示板等に啓発ポ
スターを掲出した。

　　⑤　移動等円滑化を図るために必要な教育訓練

対　策
現行計画の内容

（計画対象期間及び事業の主な内容）
前年度の実施状況

乗降補助サービ
スの提供

乗降補助サービスの導入にあたり、乗降補助の連絡を受け
た係員が適切に対応出来るよう研修を実施する。

条項補助を適切に行
えるよう、各駅のバ
リアフリー対応状況
等を関係係員に周知
した。

　　④　高齢者、障害者等が公共交通機関を利用して移動するために必要となる情報の提供

対　策
現行計画の内容

（計画対象期間及び事業の主な内容）
前年度の実施状況

ホームページに
よる情報提供

ホームページにて各駅構内施設の情報を提供する

ホームページにて、
各駅構内の施設の情
報提供を実施してい
る。



第2号様式（日本工業規格A列4番）

（令和2年度）

滋賀県彦根市駅東町15番1
近江鉄道株式会社
代表取締役社長　飯田　則昭

Ⅱ　鉄道駅の移動等円滑化の達成状況（鉄道駅ごとに記入）
（令和3年3月31日現在）

鉄道事業
者名

共
用
駅

プ ラ ッ ト
ホームの
数

段差が解
消されて
い る プ
ラ ッ ト
ホームの
数

都 道 府
県

23区・郡
・市

町・村
・区

近江鉄道 米原 駅 本 線 滋賀県 米原市 155 人 ○ ○ 1 1 基 基 基 1
(1)
箇所 ― ○ ○ ― 1 ○

近江鉄道
フジテック
前

駅 本 線 滋賀県 彦根市 200 人 ○ ○ 1 1 基 基 基 箇所 ― ○ ○ ― 1 ○

近江鉄道 鳥居本 駅 本 線 滋賀県 彦根市 85 人 ○ ○ 1 1 基 基 基 1
(1)
箇所 × ― ― 1

近江鉄道 彦根 駅 本 線 滋賀県 彦根市 1,141 人 ○ 1 1 基 基 基 箇所 × ○ ○ × 1 ○

近江鉄道 ひこね芹川 駅 本 線 滋賀県 彦根市 124 人 ○ ○ 1 1 基 基 基 1
(1)
箇所 ○ ○ ― ― 1 ○

近江鉄道 彦根口 駅 本 線 滋賀県 彦根市 414 人 ○ 2 基 基 基 箇所 ― ― ― 2

近江鉄道 高宮 駅 本、多賀 線 滋賀県 彦根市 135 人 ○ 2 基 基 基 箇所 ― ○ ○ ― 2

近江鉄道 尼子 駅 本 線 滋賀県 犬上郡 甲良町 222 人 ○ ○ 1 1 基 基 基 1
(1)
箇所 ― ― ― 1

近江鉄道 豊郷 駅 本 線 滋賀県 犬上郡 豊郷町 137 人 ○ 2 基 基 基 2 箇所 ― ― ― 2

近江鉄道 愛知川 駅 本 線 滋賀県 愛知郡 愛荘町 326 人 ○ ○ 2 2 基 基 基 3
(3)
箇所 ― ○ ○ ― 2

近江鉄道 五箇荘 駅 本 線 滋賀県 東近江市 95 人 ○ ○ 2 2 基 基 基 2
(2)
箇所 ― ― ― 2 ○

近江鉄道 河辺の森 駅 本 線 滋賀県 東近江市 13 人 ○ ○ 1 1 基 基 基 箇所 ― ― ― 1 ○

近江鉄道 八日市 駅 本、八日市 線 滋賀県 東近江市 1,724 人 ○ 2 2 2
(2)
基 基 基 箇所 ― ○ ○ × 2 ○

近江鉄道 長谷野 駅 本 線 滋賀県 東近江市 68 人 ○ 1 基 基 基 箇所 ― ― ― 1

近江鉄道 大学前 駅 本 線 滋賀県 東近江市 65 人 ○ ○ 1 1 基 基 基 箇所 ― ― ― 1

近江鉄道 京セラ前 駅 本 線 滋賀県 東近江市 45 人 ○ 1 基 基 基 箇所 ― ― ― 1

近江鉄道 桜川 駅 本 線 滋賀県 東近江市 102 人 ○ 2 基 基 基 箇所 ― × ― 2

近江鉄道 朝日大塚 駅 本 線 滋賀県 東近江市 65 人 ○ 1 基 基 基 箇所 ― × ― 1

近江鉄道 朝日野 駅 本 線 滋賀県 東近江市 24 人 ○ 1 基 基 基 箇所 ― × ― 1

近江鉄道 日野 駅 本 線 滋賀県 蒲生郡 日野町 402 人 ○ 2 基 基 基 箇所 ― ○ ○ ― 2

近江鉄道 水口松尾 駅 本 線 滋賀県 甲賀市 49 人 ○ 1 基 基 基 箇所 ― ― ― 1

近江鉄道 水口 駅 本 線 滋賀県 甲賀市 302 人 ○ 2 基 基 基 箇所 × × ― 2

近江鉄道 水口石橋 駅 本 線 滋賀県 甲賀市 50 人 ○ 1 基 基 基 箇所 ― ― ― 1

近江鉄道 水口城南 駅 本 線 滋賀県 甲賀市 387 人 ○ ○ 1 1 基 基 基 箇所 ― ○ ○ ― 1

近江鉄道 貴生川 駅 本 線 滋賀県 甲賀市 589 人 ○ 1 1 基 基 基 箇所 × × ― 1

近江鉄道 新八日市 駅 八日市 線 滋賀県 東近江市 402 人 ○ 2 基 基 基 箇所 × × ― 2 ○

近江鉄道
太郎坊宮
前

駅 八日市 線 滋賀県 東近江市 124 人 ○ ○ 1 1 基 基 基 箇所 ― ― ― 1 ○

近江鉄道 市辺 駅 八日市 線 滋賀県 東近江市 177 人 ○ 2 基 基 基 3 箇所 × ○ ○ ― 2

近江鉄道 平田 駅 八日市 線 滋賀県 東近江市 131 人 ○ ○ 2 2 基 基 基 1
(1)
箇所 × × ― 2 ○

近江鉄道 武佐 駅 八日市 線 滋賀県
近江八幡
市

357 人 ○ 2 1 基 基 基 1
(1)
箇所 × ○ ○ ― 2

近江鉄道 近江八幡 駅 八日市 線 滋賀県
近江八幡
市

2,279 人 ○ 1 1 基 基 基 箇所 ○ ○ × × 1 ○

近江鉄道 スクリーン 駅 多賀 線 滋賀県 彦根市 521 人 ○ ○ 1 1 基 基 基 箇所 ― ○ ○ ― 1 ○

近江鉄道
多賀大社
前

駅 多賀 線 滋賀県 犬上郡 多賀町 110 人 ○ ○ 3 3 基 基 基 箇所 ― ○ ○ ― 3

（合計） 1 1 駅 0 0 駅 0 駅 10 8 駅
33 駅 29 駅 0 駅 18 駅 48 25 2 (2) 基 0 0 基 0 基 16 (11) 箇所 0 駅 0 駅 2 駅 12 駅 0 駅 33 駅 12 駅

移動等円滑化取組報告書（鉄道駅）

住 所
事 業 者 名
代 表 者 名

エスカレー
ターの設置
基 数

そ の 他 の
昇 降 機 の
設 置 基 数

傾 斜 路 の
設 置 箇 所

数

視覚障害
者誘導用
ブ ロ ッ ク
の設置の
有 無

案内設備
の設置の
有 無

鉄 道 駅 の
名 称

路 線 名 所在都道府
県市町村

一日当た り
の利用者数

有 人 駅 、
無人駅の
別

公共交通
移動等円
滑化基準
省令適合
の 有 無

段差への
対 応

エ レ ベ ー
ターの設置
基 数

障害者対
応型便所
の設置の
有 無

障害者対
応型改札
口の設置
の 有 無

障害者対
応型券売
機の設置
の 有 無

車いす使
用者の円
滑な乗降
が可能な
プラット
ホームの
数

転落防止
のための
設備の設
置の有無



○

Ⅲ　高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行規則第６条の２で定める要件に関する事項

（１）過去３年度における１日当たりの平均利用者数が３万人以上の鉄道駅を設置又は管理してい
　　　る。

（２）過去３年度における１日当たりの平均利用者数が3000人以上３万人未満の鉄道駅を設置又は
　　　管理していて、かつ、以下のいずれかに該当する。
　　　①中小企業者でない。
　　　②大企業者である公共交通事業者等が自社の株式を50％以上所有しているか、又は自社に対
　　　　し50％以上出資している中小企業者である。

　 　事業者名　　近江鉄道株式会社
　　 代表者名　　代表取締役社長　飯田　則昭　　　　　　

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第９条の５の規定に基づき、次のとおり報告します。

　　　　　　　 

第２号様式（日本産業規格Ａ列４番）

移動等円滑化取組報告書（鉄道駅）

（令和３年度）

　　 住　　所　　滋賀県彦根市駅東町１５番１



（第２号様式）

　15. 障害者対応型券売機の設置の有無の欄には、当該鉄道駅に券売機が設置されていない場合は―印を、券売機が設置さ
　　れており、かつ、障害者対応型券売機（公共交通移動等円滑化基準省令第17条の基準に適合するものをいう。以下同じ
　　。）が設置されていない場合は×印を、障害者対応型券売機が設置されている場合は○印を記入し、（合計）には、○
　　印の合計数を記入すること。

　16. 車椅子使用者の円滑な乗降が可能なプラットホームの数の欄には、公共交通移動等円滑化基準省令第20条第１項第１
　　号から第３号までの基準に適合しているプラットホームの数を記入し、（合計）には、その合計数を記入すること。

　17．転落防止のための設備の設置の有無の欄には、公共交通移動等円滑化基準省令第20条第１項第６号から第８号までの
　　基準に適合している場合に○印を記入し、（合計）には、○印の合計数を記入すること。

　18．Ⅲについては、該当する場合には右の欄に○印を記入すること。　

  19．「中小企業者」とは、資本金の額が３億円以下又は従業員数が300人以下である民間事業者を指す。

　20．「大企業者」とは、中小企業者以外の民間事業者を指す。

注１．複数の路線が乗り入れる鉄道駅は１鉄道駅として計上し、路線名の欄に当該複数の路線名を記入すること。

　２．有人駅、無人駅の別の欄には、当該鉄道駅が無人駅である場合に○印を記入し、（合計）には、○印の合計数を記入
　　すること。

　14．障害者対応型改札口の設置の有無の欄には、当該鉄道駅に改札口が設置されていない場合は―印を、改札口が設置さ
　　れており、かつ、障害者対応型改札口（公共交通移動等円滑化基準省令第19条の基準に適合するものをいう。以下同じ
　　。）が設置されていない場合は×印を、障害者対応型改札口が設置されている場合は○印を記入し、（合計）には、○
　　印の合計数を記入すること。

　３．公共交通移動等円滑化基準省令適合の有無の欄には、当該鉄道駅が公共交通移動等円滑化基準省令の全ての基準に適
　　合している場合に○印を記入し、（合計）には、○印の合計数を記入すること。

　４．段差への対応の欄には、公共交通移動等円滑化基準省令第４条及び第18条の２の基準に適合している場合に○印を記
　　入し、（合計）には、○印の合計数を記入すること。

　５．プラットホームの数の欄には、当該鉄道駅に設置されているプラットホームの総数を記入し、（合計）には、その合
　　計数を記入すること。

　６．段差が解消されているプラットホームの数の欄には、鉄道駅の出入口とそれぞれのプラットホームとの間の経路の段
　　差が解消されているプラットホームの数を記入し、（合計）には、その合計数を記入すること。

　７．エレベーターの設置基数の欄には、当該鉄道駅に設置されたエレベーターの総数を記入し、同欄の括弧内には、公共
　　交通移動等円滑化基準省令第４条第７項の基準に適合するエレベーターの設置基数を記入し、（合計）には、それぞれ
　　の合計数を記入すること。

　８．エスカレーターの設置基数の欄には、当該鉄道駅に設置されたエスカレーターの総数を記入し、同欄の括弧内には、
　　公共交通移動等円滑化基準省令第４条第９項の基準に適合するエスカレーターの設置基数を記入し、（合計）には、そ
　　れぞれの合計数を記入すること。

　９．その他の昇降機の設置基数の欄には、エレベーター及びエスカレーター以外の昇降機の設置基数を記入し、（合計）
　　には、その合計数を記入すること。

　10．傾斜路の設置箇所数の欄には、当該鉄道駅に設置された傾斜路の総数を記入し、同欄の括弧内には、公共交通移動等
　　円滑化基準省令第４条第６項及び第６条の基準に適合する傾斜路の数を記入し、（合計）には、それぞれの合計数を記
　　入すること。

　11．視覚障害者誘導用ブロックの設置の有無の欄には、公共交通移動等円滑化基準省令第９条の基準に適合している場合
　　に○印を記入し、（合計）には、○印の合計数を記入すること。

　12．案内設備の設置の有無の欄には、公共交通移動等円滑化基準省令第10条から第12条までの基準に適合している場合に
　　○印を記入し、（合計）には、○印の合計数を記入すること。

　13．障害者対応型便所の設置の有無の欄には、当該鉄道駅に便所が設置されていない場合は―印を、便所が設置されてお
　　り、かつ、障害者対応型便所（公共交通移動等円滑化基準省令第13条第２項の基準に適合するものをいう。第10号、第
　　12号、第22号及び第24号様式を除き以下同じ。）が設置されていない場合は×印を、障害者対応型便所が設置されてい
　　る場合は○印を記入し、（合計）には、○印の合計数を記入すること。



　　①　鉄道駅を公共交通移動等円滑化基準に適合させるために必要な措置

第２号様式（日本産業規格Ａ列４番）

移動等円滑化取組報告書（鉄道駅）

（　　年度）

　　 住　　所　
　　　　　　　 
　 　事業者名　
　　 代表者名（役職名及び氏名）　　　　　　　

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第９条の５の規定に基づき、次のとおり報告します。

Ⅰ　前年度の移動等円滑化取組計画書の内容の実施状況

　（１）移動等円滑化に関する措置の実施状況

対象となる鉄道
駅

現行計画の内容
（計画対象期間及び事業の主な内容）

前年度の実施状況

Ａ駅 ・1 番線ホームの移設に併せ、１番線ホームとコンコースを結
ぶ障害者対応型エレベーターを大型化する。（○～◇年度）

○年度は詳細設計を実
施した。

　　②　鉄道駅を使用した役務の提供の方法に関し法第八条第二項及び第三項の主務省令で定める基準
　　　を遵守するために必要な措置

対　策
現行計画の内容

（計画対象期間及び事業の主な内容）
前年度の実施状況

　　③　高齢者、障害者等が公共交通機関を利用して移動するために必要となる乗降についての介助、
　　　旅客施設における誘導その他の支援

対　策
現行計画の内容

（計画対象期間及び事業の主な内容）
前年度の実施状況

障害者の接遇に
関する民間資格
をもつ職員の配
置

・一日当たりの平均利用者数が3000 人以上の駅には、障害者の
接遇に関する民間資格をもつ職員を１名以上配置する。（○年
度）

民間資格をもつ職員に
ついて、一部の駅では
△年度中に配置するこ
ととなった。

　　④　高齢者、障害者等が公共交通機関を利用して移動するために必要となる情報の提供

対　策
現行計画の内容

（計画対象期間及び事業の主な内容）
前年度の実施状況

駅構内での自動
音声案内の実施

・Ｂ駅において、自動音声によりトイレ等の場所を案内できる
設備を設ける。（○年度）

計画の通り実施済み

　　⑤　移動等円滑化を図るために必要な教育訓練

対　策
現行計画の内容

（計画対象期間及び事業の主な内容）
前年度の実施状況

接遇研修の実施 ・全ての駅係員に対して、国土交通省が定める交通事業者向け
接遇研修プログラムに準拠した研修を行う（○年度～◇年度）

約半数の駅係員に対し
て、研修を実施した。



　（３）報告書の公表方法

　　⑥　高齢者、障害者等が高齢者障害者等用施設等を円滑に利用するために必要となる適正な配慮に
　　　ついての鉄道駅の利用者に対する広報活動及び啓発活動

対　策
現行計画の内容

（計画対象期間及び事業の主な内容）
前年度の実施状況

　（２）移動等円滑化の促進を達成するために（１）と併せて講ずべき措置の実施状況
・本社内にバリアフリー推進室を設置し、社として推進体制を構築した。
・Ｂ駅でのエレベーター設置工事は、Ｂ市基本構想に基づく公共交通特定事業として実施した。
・Ｅ駅を含む地区においてＥ市が基本構想を作成中であり、当社も協議会に参加し、必要な協力を行っ
た。

弊社ホームページに掲載

　（４）その他

特になし



第2号様式（日本工業規格A列4番）

（令和元年度）

（役職名及び氏名）

Ⅱ　鉄道駅の移動等円滑化の達成状況（鉄道駅ごとに記入）
（令和2年3月31日現在）

鉄道事業
者名

共
用
駅

プ ラ ッ ト
ホームの
数

段差が解
消されて
い る プ
ラ ッ ト
ホームの
数

都 道 府
県

23区・郡
・市

町・村
・区

○× 駅 ○×、△電鉄△ 線 A県 B市 10,000 人 4 2 3
(3)
基 6 基 基 2

(2)
箇所 ○ ○ × ○ ○ × 1 ○

○ 駅 ○× 線 A県 B市 8,000 人 ○ 2 2 3
(3)
基 6 基 基 2

(2)
箇所 ○ × ○ ○ × 1

× 駅 △電鉄△ 線 A県 B市 2,000 人
○
－

2 2
(2)
基 基 基 箇所 × × ×

○△ 駅 ○× 線 A県 C郡 E村 500 人 ○ 2 基 基 基 1 箇所 ― ― ―

△△ 駅 ○× 線 A県 C郡 F町 6,000 人 ○ ○ 2 2 2

(2)

基 4 基 基 1

(1)

箇所 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 ○

○○ 駅 ○○ 線 A県 C郡 F町 50,000 人 7 4 10

(4)

基 22 基 基 6 箇所 ○ × ○ ○ ○ ○

×× 駅 △△ 線 A県 C郡 G町 5,000 人 ○ 2 基 基 基 箇所 × × ―

×○ 駅 △ 線 B都 C区 178,000 人 2 基 基 基 箇所 ○ ○ ○ ○ ○ ○

駅 線 人 基 基 基 箇所

駅 線 人 基 基 基 箇所

駅 線 人 基 基 基 箇所

駅 線 人 基 基 基 箇所

駅 線 人 基 基 基 箇所

駅 線 人 基 基 基 箇所

駅 線 人 基 基 基 箇所

駅 線 人 基 基 基 箇所

駅 線 人 基 基 基 箇所

駅 線 人 基 基 基 箇所
駅 線 人 基 基 基 箇所
駅 線 人 基 基 基 箇所
駅 線 人 基 基 基 箇所
駅 線 人 基 基 基 箇所

（合計） 5 5 駅 4 0 駅 0 駅 5 3 駅
8 駅 3 駅 1 駅 2 駅 23 10 20 (14) 基 38 0 基 0 基 12 (5) 箇所 4 駅 3 駅 1 駅 5 駅 3 駅 3 駅 3 駅

公共交通
移動等円
滑化基準
省令適合
の 有 無

段差への
対 応

鉄 道 駅 の
名 称

路 線 名 所在都道府
県市町村

一日当たり
の利用者数

有人駅 、
無人駅の
別

エスカレー
ターの設置
基 数

そ の 他 の
昇 降 機 の
設 置 基 数

傾 斜 路 の
設 置 箇 所

数

視覚障害
者誘導用
ブ ロ ッ ク
の設置の
有 無

案内設備
の設置の
有 無

移動等円滑化取組報告書（鉄道駅）

住 所
事 業 者 名
代 表 者 名

障害者対
応型便所
の設置の
有 無

障害者対
応型改札
口の設置
の 有 無

障害者対
応型券売
機の設置
の 有 無

車いす使
用者の円
滑な乗降
が可能な
プラット
ホームの
数

転落防止
のための
設備の設
置の有無

エ レ ベ ー
ターの設置
基 数



追加調査様式１

○ 0

× 0

－ 0

段差 への
対 応

視 覚
障 害
者 誘
導 用
ブロッ
ク

の 設
置 の
有 無

案 内
設 備
の 設
置 の
有 無

障 害
者 対
応 型
便 所
の 設
置 の
有 無

障 害
者 対
応 型
改 札
口 の
設 置
の 有
無

障 害
者 対
応 型
券 売
機 の
設 置
の 有
無

転 落
防 止
のため
の

設 備
の 設
置 の
有 無

段差へ
の

対 応

視 覚
障 害
者 誘
導 用
ブロッ
ク

の 設
置 の
有 無

案 内
設 備
の 設
置 の
有 無

障 害
者 対
応 型
便 所
の 設
置 の
有 無

転 落
防 止
のため
の

設 備
の 設
置 の
有 無

段差へ
の

対 応

視 覚
障 害
者 誘
導 用
ブロッ
ク

の 設
置 の
有 無

案 内
設 備
の 設
置 の
有 無

障 害
者 対
応 型
便 所
の 設
置 の
有 無

転 落
防 止
のため
の

設 備
の 設
置 の
有 無

▲ 0

○ ○ × ○ × ○ ○ ○ × ○ ○ ○ × ○

○ ○ × ○ × ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ×

× × × ○ × ○ ○ × ○

－ － － ○ － ○ －

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
段差への対応は、工事に伴いやむを得ずEVを一

時停止しているため
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

段差への対応は、工事に伴いやむを得ずEVを一
時停止しているため

○ × ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ × ○

× × － ○ × ○ ×

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2 4 3 7 8 8 3 3 4 6 8 5 4 4 6 8 5

前年度基準適合していたにも拘らず、本
年度不適合となっている場合、その詳細

及び理由
(第14号様式と比較すること)

進捗状況公表用
（従来の基準に対する適合状況）

前年度進捗状況
(現在の基準に対する適合状況)

前年度進捗状況公表用
（従来の基準に対する適合状況）

前年度基準適合していたにも拘らず、本
年度不適合となっている場合、その詳細

及び理由

利用文字判定



追加調査様式２

段差への
対応状況
(平成30
年10月か
ら施行さ
れた移動
等円滑化
基準以前
の基準に
適合した
もの）

うち、1日当
たり平均利
用 者 数 が
2000 人 以
上、3,000人
未 満 の 駅

公共用通
路と車両
等の乗降
口との間
の 経 路

うち、主た
る通行の
用に供す
る経路と
の長さの
差への適
合 状 況
( 移 動等
円滑化基
準第 4条
第10項に
適合して
いるもの）

う ち 、 乗
継ぎ経路
(自社内)
への適合
状 況
（移動等
円滑化基
準第 4条
第11，12
項に該当
するもの）

う ち 、 乗
継ぎ経路
( 他 事業
者間 ）へ
の適合状
況（ガイド
ラ イ ン ）

うち、移
動等円滑
化基準第
4条第9項
によるエ
レベー
ターの複
数化、大
型化への
対応状況

移動等円滑化基準
第18条の2への対応

状況

改札
外の
段差
解消
状況

視 覚 障
害 者 誘
導 用 ブ
ロックの
敷 設 の
状 態

点 状 ブ
ロック形
状・寸法
及 び 配
列 の 、
JIST925
1規格準
拠 状 況

音 声 案
内 の 有
無

運行情報
提供設備
の設置の
有無（第10
条に適合
するもの）

点字によ
る案内板
等の設置
の有無（第
12条第2項
に適合す
るもの）

オストメイト対
応の水洗器
具以外は移
動等円滑化
基準に適合し
ている便所が
設置されてい
る駅

移動等円滑化
基準には適合
していないた
め第14号様式
で「身体障害
者対応型便
所」には該当
し て い な い
が、車いす使
用者の利用に
配慮した便所
が設置されて
いる駅

車いす対応型
ではないが、
高齢者、身体
障害者等の
利用に配慮し
た便所が設置
されている駅

ホーム縁
端を警告
する点状
ブ ロ ッ ク
に、ホー
ム内側を
示す線状
突起が設
けられて
い る 駅

点 状 ブ
ロ ッ ク形
状・寸法
及び配列
が 、
JIST9251
規格に部
分的に準
拠してい
る 駅

整備計画
あり
（R8年度
～）

できる限
り段差・
隙間を小
さくする
対策を講
じている
番線

整備困難
な 理 由

整 備 困 難 な 理 由
⑧ そ の 他 の 理 由

○
令和3年度年間実績よ
り１日の平均を算出

× ○ ▲ － × － ◎ ○ ◎○● ◎ ○ ○ ○ ○ ○ 8 0 0 0 4 ③④ 0 1 4 0 0

令和3年度年間実績よ
り１日の平均を算出

◎ ○ ○ ○ － △ － ◎ △ ◎○ ○ ○ ○ ○ △ ○ 4 2 1 1 0 0 0 0 0 0

○ ○
令和3年度年間実績よ
り１日の平均を算出

○ ○ ○ － － － － ◎ ◎ ▲ ○ ○△ ○ ○ 4 0 0 0 2 ① 0 0 2 0 0

令和3年度年間実績よ
り１日の平均を算出

× × － － － － △ □ ○ ○ 4 0 0 0 2 ①⑥ 0 0 0 2 0

令和3年度年間実績よ
り１日の平均を算出

× ○ ○ － － × － ◎ ○ ◎○●△ ● ○ ○ ○△ ○ 4 0 0 0 2 ④ 0 0 0 0 0

令和3年度年間実績よ
り１日の平均を算出

○ ○ × × × － ◎ ○ ◎○△ □ ○ ○ ○ △ ○ 13 5 1 0 0 3 1 2 2 0

令和3年度年間実績よ
り１日の平均を算出

× × － － － － ▲ □ ○ ○ △ 4 0 0 0 2 ③ 0 0 0 2 0

○
令和3年度年間実績よ
り１日の平均を算出

× × － － － － ◎ ○ ◎○ ▲ ○ ○ ○ 4 0 0 0 4 ③ 0 0 0 0 0

令和3年度年間実績よ
り１日の平均を算出

－ － － －

令和3年度年間実績よ
り１日の平均を算出

－ － － －

令和3年度年間実績よ
り１日の平均を算出

－ － － －

令和3年度年間実績よ
り１日の平均を算出

－ － － －

令和3年度年間実績よ
り１日の平均を算出

－ － － －

令和3年度年間実績よ
り１日の平均を算出

－ － － －

令和3年度年間実績よ
り１日の平均を算出

－ － － －

令和3年度年間実績よ
り１日の平均を算出

－ － － －

令和3年度年間実績よ
り１日の平均を算出

－ － － －

3 1 8 8 17 17 17 17 0 0 8 5 6 8 8 6 1 2 0 0 4 0 6 0 45 7 2 1 16 0 3 8 6 0

◎ 1 0 0 0 0 0 0 0 0 6 0 6 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 ① 2
○ 2 3 5 1 0 0 0 0 0 0 4 5 1 8 6 1 2 0 3 2 0 6 0 ② 0
△ 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 1 2 0 0 1 0 0 0 2 2 0 0 0 ③ 3
● 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 ④ 2
▲ 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 ⑤ 0
□ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 ⑥ 1
× 5 0 3 1 1 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 ⑦ 0
－ 0 0 0 14 16 13 17 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 ⑧ 0

目安値以内の箇所がない番線（のりば）数
（合計）

市町村が作成する移動
等円滑化基本構想にお
ける生活関連施設に位
置付けられた駅

番
線

（
の
り
ば

）
数

（
合
計

）

［ｺﾝｸﾘｰﾄ軌道かつ直線ﾎｰﾑ］
段差解消補足 （B）誘導用ブロック補足 （C)案内設備補足 （D)障害者対応型便所補足 （E)転落防止のための設備補足

便
所
が
設
置
さ
れ
て
い
る
駅

未指定文字利用判定

線路側以
外の端部
における
旅客の転
落を防止
するため
の柵の設
置されて
いる駅
（移動等
円滑化基
準第20条
第８号に
適合する
もの）

目安値以
内の箇所
がある番
線（のり
ば）数（合
計）

目安値以内の箇所がない番線（のりば）数（合計） 目安値以
内の箇所
がある番
線（のり
ば）数（合
計）

プラット
ホームの
縁端と鉄
道車両
の旅客
用乗降
口の床
面との隙
間又は
段差を解
消する設
備の設
置の有
無

一日当たりの利用者数
の算出方法

段差への対応状況
(平成30年10月から施行された移動等円滑化基準に適合したもの）

移動円滑化
実績等報告
の対象範囲

視覚障害者誘導用ブロックの
設置の有無の補足

案内設備 うち、移動等円滑化基準には適合していな
いが、高齢者、身体障害者等の利用に配慮

した便所の設置の有無

ホームド
ア、可動
式ホーム
柵、点状
ブロック
等の設置
の有無
（移動等
円滑化基
準第20条
第６，７号
に適合す
るもの）

ホームドア、可動式
ホーム柵、点状ブ
ロック等の設置の有
無（移動等円滑化基
準第20条第６，７号
に適合しないもの）

対象
範囲
の分
類

ホームと車両の段差・隙間
［ｺﾝｸﾘｰﾄ軌道かつ直線ﾎｰﾑ］以外

整備計画
あり

（R8年度
～）

整備計画
なし

整備計画
あり
（～R7年
度）

整備計画なし 整備計画
あり
（～R7年
度）



ホームド
アが設置
されてい
るのりば
（番線の
番号や名
称 ）

ホームの形
状

ホームドアの種
別

路 線 名 ホームド
ア設置年
月

当該路線
の設置状
況

8 2 6
1
2
島式1面2線
島式1面2線

可動式ホーム柵
可動式ホーム柵

●●線
●●線

H28.8
H28.8

◎全駅
◎全駅

4 1 3 1 単式1面1線 可動式ホーム柵 〇〇線 R2.4

4 2 2
1
2
島式1面2線
島式1面2線

可動式ホーム柵
可動式ホーム柵

〇〇△△線
〇〇△△線

H30.12
H30.12

4 0 4

4 4 0

1
2
3
4

島式1面2線
島式1面2線
島式1面2線
島式1面2線

可動式ホーム柵
可動式ホーム柵
可動式ホーム柵
可動式ホーム柵

●●線
●●線
〇×線
〇×線

H28.8
H28.8
R3.6
R3.6

◎全駅
◎全駅

13 4 9

5
6
7
8

島式2面4線
島式2面4線
島式2面4線
島式2面4線

可動式ホーム柵
可動式ホーム柵
可動式ホーム柵
可動式ホーム柵

○○××線
○○××線
○○××線
○○××線

H26.3
H26.3
H26.3
H26.3

4 4 0

1
2
3
4

島式2面4線
島式2面4線
島式2面4線
島式2面4線

可動式ホーム柵
可動式ホーム柵
可動式ホーム柵
可動式ホーム柵

△△〇〇線
△△〇〇線
△△〇〇線
△△〇〇線

H23.3
H23.3
H23.3
H23.3

4 2 2
1
2
島式1面2線
島式1面2線

ホームドア
ホームドア

××線
××線

H24.8
H24.8

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
0
0
0
0

45

ホームドア設置に関する補足
番
線

（
の
り
ば

）
数

（
合
計

）

ホームド
ア、可動
式ホーム
柵が設置
されてい
る 番 線
（のりば）
数

ホームド
アが設置
されてい
ない番線
（のりば）
数

ホ ー ム ド ア に 関 す る 情 報 備 考



○

　　　　　　　 

第２号様式（日本産業規格Ａ列４番）

移動等円滑化取組報告書（鉄道駅）

（　　年度）

　　 住　　所　

　 　事業者名　
　　 代表者名（役職名及び氏名）　　　　　　　

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第９条の５の規定に基づき、次のとおり報告します。

Ⅲ　高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行規則第６条の２で定める要件に関する事項

（１）過去３年度における１日当たりの平均利用者数が３万人以上の鉄道駅を設置又は管理してい
　　　る。

（２）過去３年度における１日当たりの平均利用者数が3000人以上３万人未満の鉄道駅を設置又は
　　　管理していて、かつ、以下のいずれかに該当する。
　　　①中小企業者でない。
　　　②大企業者である公共交通事業者等が自社の株式を50％以上所有しているか、又は自社に対
　　　　し50％以上出資している中小企業者である。



　　⑤　移動等円滑化を図るために必要な教育訓練

対　策
現行計画の内容

（計画対象期間及び事業の主な内容）
前年度の実施状況

　　④　高齢者、障害者等が公共交通機関を利用して移動するために必要となる情報の提供

対　策
現行計画の内容

（計画対象期間及び事業の主な内容）
前年度の実施状況

　　③　高齢者、障害者等が公共交通機関を利用して移動するために必要となる乗降についての介助、
　　　旅客施設における誘導その他の支援

対　策
現行計画の内容

（計画対象期間及び事業の主な内容）
前年度の実施状況

　　②　軌道停留場を使用した役務の提供の方法に関し法第八条第二項及び第三項の主務省令で定める
　　　基準を遵守するために必要な措置

対　策
現行計画の内容

（計画対象期間及び事業の主な内容）
前年度の実施状況

対象となる軌道
停留場

現行計画の内容
（計画対象期間及び事業の主な内容）

前年度の実施状況

　　①　軌道停留場を公共交通移動等円滑化基準に適合させるために必要な措置

第４号様式（日本産業規格Ａ列４番）

移動等円滑化取組報告書（軌道停留場）

（　　年度）

　　 住　　所　
　　　　　　　 
　 　事業者名　
　　 代表者名（役職名及び氏名）　　　　　　　

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第９条の５の規定に基づき、次のとおり報告します。

Ⅰ　前年度の移動等円滑化取組計画書の内容の実施状況

　（１）移動等円滑化に関する措置の実施状況



　（３）報告書の公表方法

　（２）移動等円滑化の促進を達成するために（１）と併せて講ずべき措置の実施状況

　（４）その他

　　⑥　高齢者、障害者等が高齢者障害者等用施設等を円滑に利用するために必要となる適正な配慮に
　　　ついての軌道停留場の利用者に対する広報活動及び啓発活動

対　策
現行計画の内容

（計画対象期間及び事業の主な内容）
前年度の実施状況



第4号様式（日本工業規格A列4番）

（令和2年度）

（役職名及び氏名）

Ⅱ　軌道停留場の移動等円滑化の達成状況（軌道停留場ごとに記入）
（令和3年3月31日現在）

鉄道事業
者名

共
用
駅

乗降場の
数

段差が解
消されて
いる乗降
場 の 数

都 道 府
県

23区・郡
・市

町・村
・区

停留場 線 人 基 基 基 箇所

停留場 線 人 基 基 基 箇所

停留場 線 人 基 基 基 箇所

停留場 線 人 基 基 基 箇所

停留場 線 人 基 基 基 箇所

停留場 線 人 基 基 基 箇所

停留場 線 人 基 基 基 箇所

停留場 線 人 基 基 基 箇所

停留場 線 人 基 基 基 箇所

停留場 線 人 基 基 基 箇所

停留場 線 人 基 基 基 箇所

停留場 線 人 基 基 基 箇所

停留場 線 人 基 基 基 箇所

停留場 線 人 基 基 基 箇所

（合計） 0 0 停留所 0 0 停留所 0 停留所 0 0 停留所

0 停留場 0 停留場 0 停留場 0 停留場 0 0 0 0 基 0 0 基 0 基 0 0 箇所 0 停留場 0 停留場 0 停留場 0 停留場 0 停留場 0 停留場 0 停留場

移動等円滑化取組報告書（軌道停留場）

住 所
事 業 者 名
代 表 者 名

エスカレー
ターの設置
基 数

そ の 他 の
昇 降 機 の
設 置 基 数

傾 斜 路 の
設 置 箇 所

数

視覚障害
者誘導用
ブ ロ ッ ク
の設置の
有 無

案内設備
の設置の
有 無

軌道停留場の
名 称

路 線 名 所在都道府
県市町村

一日当たり
の利用者数

有人停留
場 、 無人
停留場の
別

障 害
者対応型
便所の設
置の有無

障害者対
応型改札
口の設置
の 有 無

障 害
者対応型
券売機の
設置の有
無

車いす使
用者の円
滑な乗降
が可能な
乗降場の
数

公共交通
移動等円
滑化基準
省 令 適
合の有無

段差への
対 応

エ レ ベ ー
ターの設置
基 数

転落防止
のための
設備の設
置の有無



追加調査様式１

○ 0

× 0

－ 0

段差 への
対 応

視 覚
障 害
者 誘
導 用
ブロッ
ク

の 設
置 の

案 内
設 備
の 設
置 の
有 無

障 害
者 対
応 型
便 所
の 設
置 の
有 無

障 害
者 対
応 型
改 札
口 の
設 置
の 有
無

障 害
者 対
応 型
券 売
機 の
設 置
の 有
無

転 落
防 止
のため
の

設 備
の 設
置 の
有 無

段差へ
の

対 応

視 覚
障 害
者 誘
導 用
ブロッ
ク

の 設
置 の

案 内
設 備
の 設
置 の
有 無

障 害
者 対
応 型
便 所
の 設
置 の
有 無

転 落
防 止
のため
の

設 備
の 設
置 の
有 無

段差へ
の

対 応

視 覚
障 害
者 誘
導 用
ブロッ
ク

の 設
置 の

案 内
設 備
の 設
置 の
有 無

障 害
者 対
応 型
便 所
の 設
置 の
有 無

転 落
防 止
のため
の

設 備
の 設
置 の
有 無

▲ 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

利用文字判定

前年度進捗状況
(現在の基準に対する適合状況)

前年度基準適合していたにも拘らず、本
年度不適合となっている場合、その詳細
及び理由(第14号様式と比較すること)

進捗状況公表用
（従来の基準に対する適合状況）

前年度進捗状況公表用
（従来の基準に対する適合状況）

前年度基準適合していたにも拘らず、本
年度不適合となっている場合、その詳細

及び理由



追加調査様式２

段差への
対応状況
(平成30
年10月か
ら施行さ
れた移動
等円滑化
基準以前
の基準に
適合した
もの）

うち、1日当
たり平均利
用 者 数 が
2000 人 以
上、3,000人
未満の停留

場

公共用通
路と車両
等の乗降
口との間
の 経 路

うち、主た
る通行の
用に供す
る経路と
の長さの
差への適
合 状 況
( 移 動等

う ち 、 乗
継ぎ経路
(自社内)
への適合
状 況
（移動等
円滑化基
準第 4条

う ち 、 乗
継ぎ経路
( 他 事業
者間 ）へ
の適合状
況（ガイド
ラ イ ン ）

うち、移
動等円滑
化基準第
4条第8項
によるエ
レベー
ターの複
数化、大

移動等円滑化基準
第18条の2への対応

状況

対象
範囲
の分
類

改札
外の
段差
解消
状況

視 覚 障
害 者 誘
導 用 ブ
ロックの
敷 設 の
状 態

点 状 ブ
ロック形
状・寸法
及 び 配
列 の 、
JIST925
1規格準
拠 状 況

音 案 内
の 有 無

運行情報
提供設備
の設置の
有無（第10
条に適合
するもの）

点字によ
る案内板
等の設置
の有無（第
12条第2項
に適合す
るもの）

オストメイト対
応の水洗器
具以外は移
動等円滑化
基準に適合し
ている便所が
設置されてい
る停留場

移動等円滑化
基準には適合
していないた
め第14号様式
で「身体障害
者対応型便
所」には該当
していない

車いす対応型
ではないが、
高齢者、身体
障害者等の
利用に配慮し
た便所が設置
されている停
留場

ホーム縁
端を警告
する点状
ブ ロ ッ ク
が設けら
れている
停 留 場

点 状 ブ
ロ ッ ク形
状・寸法
及び配列
が 、
JIST9251
規格に部
分的に準

整備計画
あり
（R8年度
～）

できる限
り段差・
隙間を小
さくする
対策を講
じている
番線

整備困難
な 理 由

整 備 困 難 な 理 由
⑧ そ の 他 の 理 由

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

◎ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 ① 0
○ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 ② 0
△ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 ③ 0
● 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 ④ 0
▲ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 ⑤ 0
□ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 ⑥ 0
× 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 ⑦ 0
－ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 ⑧ 0

プラット
ホームの
縁端と鉄
道車両
の旅客
用乗降
口の床
面との隙
間又は
段差を解
消する設
備の設
置の有
無

番
線

（
の
り
ば

）
数

（
合
計

）

［ｺﾝｸﾘｰﾄ軌道かつ直線ﾎｰﾑ］

段差解消補足 誘導用ブロック補足 案内設備補足 障害者対応型便所補足 転落防止のための設備補足
目安値以内の箇所がない番線（のりば）数

（合計）
線路側以
外の端部
における
旅客の転
落を防止
するため
の柵の設
置されて
いる停留
場（移動
等円滑化
基準第20
条第８号
に適合す
るもの）

目安値以
内の箇所
がある番
線（のり
ば）数（合
計）

目安値以内の箇所がない番線（のりば）数（合計） 目安値以
内の箇所
がある番
線（のり
ば）数（合
計）

整備計画
あり
（～R7年
度）

整備計画なし 整備計画
あり
（～R7年
度）

市町村が作成する移動
等円滑化基本構想にお
ける生活関連施設に位
置付けられた停留場

一日当たりの利用者数
の算出方法

段差への対応状況
(平成30年10月から施行された移動等円滑化基準に適合したもの）

移動円滑化
実績等報告
の対象範囲

視覚障害者誘導用ブロックの
設置の有無の補足

ホームと車両の段差・隙間
［ｺﾝｸﾘｰﾄ軌道かつ直線ﾎｰﾑ］以外

整備計画
あり

（R8年度
～）

整備計画
なし

未指定文字利用判定

案内設備 便
所
が
設
置
さ
れ
て
い
る
停
留
場

うち、移動等円滑化基準には適合していな
いが、高齢者、身体障害者等の利用に配慮

した便所の設置の有無

ホームド
ア、可動
式ホーム
柵、点状
ブロック
等の設置
の有無
（移動等
円滑化基
準第20条
第６，７号
に適合す
るもの）

ホームドア、可動式
ホーム柵、点状ブ
ロック等の設置の有
無（移動等円滑化基
準第20条第６，７号
に適合しないもの）



ホームド
アが設置
されてい
るのりば
（番線の
番号や名
称 ）

ホームの
形 状

ホームド
アの種別

路 線 名 ホームド
ア設置年
月

当該路線
の設置状
況

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

ホームドア設置に関する補足
備 考番

線

（
の
り
ば

）
数

（
合
計

）

ホームド
ア、可動
式ホーム
柵が設置
されてい
る 番 線
（のりば）
数

ホームド
アが設置
されてい
ない番線
（のりば）
数

ホ ー ム ド ア に 関 す る 情 報



Ⅲ　高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行規則第６条の２で定める要件に関する事項

（１）過去３年度における１日当たりの平均利用者数が３万人以上の軌道停留場を設置又は管理し
　　　ている。

（２）過去３年度における１日当たりの平均利用者数が3000人以上３万人未満の軌道停留場を設置
　　　又は管理していて、かつ以下のいずれかに該当する。
　　　①中小企業者でない。
　　　②大企業者である公共交通事業者等が自社の株式を50％以上所有しているか、又は自社に対
　　　　し50％以上出資している中小企業者である。

　 　事業者名　
　　 代表者名（役職名及び氏名）　　　　　　　

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第９条の５の規定に基づき、次のとおり報告します。

　　　　　　　 

第４号様式（日本産業規格Ａ列４番）

移動等円滑化取組報告書（軌道停留場）

（　　年度）

　　 住　　所　



（第４号様式）

  20．「大企業者」とは、中小企業者以外の民間事業者を指す。

　14．障害者対応型改札口の設置の有無の欄には、当該停留場に改札口が設置されていない場合は―印を、改札口が設置さ
　　れており、かつ、障害者対応型改札口が設置されていない場合は×印を、障害者対応型改札口が設置されている場合は
　　○印を記入し、（合計）には、○印の合計数を記入すること。

　15．障害者対応型券売機の設置の有無の欄には、当該停留場に券売機が設置されていない場合は―印を、券売機が設置さ
　　れており、かつ、障害者対応型券売機が設置されていない場合は×印を、障害者対応型券売機が設置されている場合は
　　○印を記入し、（合計）には、○印の合計数を記入すること。

　16. 車椅子使用者の円滑な乗降が可能な乗降場の数の欄には、公共交通移動等円滑化基準省令第22条において準用する公
　　共交通移動等円滑化基準省令第20条第１項第１号から第３号までの基準に適合している乗降場の数を記入し、（合計）
　　には、その合計数を記入すること。

　17．転落防止のための設備の設置の有無の欄には、公共交通移動等円滑化基準省令第22条において準用する公共交通移動
　　等円滑化基準省令第20条第１項第６号から第８号までの基準に適合している場合に○印を記入し、（合計）には、○印
　　の合計数を記入すること。

　18．Ⅲについては、該当する場合には右の欄に○印を記入すること。　

  19．「中小企業者」とは、資本金の額が３億円以下又は従業員数が300人以下である民間事業者を指す。

注１．複数の路線が乗り入れる停留場は１停留場として計上し、路線名の欄に当該複数の路線名を記入すること。

　13．障害者対応型便所の設置の有無の欄には、当該停留場に便所が設置されていない場合は―印を、便所が設置されてお
　　り、かつ、障害者対応型便所が設置されていない場合は×印を、障害者対応型便所が設置されている場合は○印を記入
　　し、（合計）には、○印の合計数を記入すること。

　２．有人停留場、無人停留場の別の欄には、当該停留場が無人停留場である場合に○印を記入し、（合計）には、○印の
　　合計数を記入すること。

　３．公共交通移動等円滑化基準省令適合の有無の欄には、当該停留場が公共交通移動等円滑化基準省令の全ての基準に適
　　合している場合に○印を記入し、（合計）には、○印の合計数を記入すること。

　４．段差への対応の欄には、公共交通移動等円滑化基準省令第４条及び第22条にて準用する第18条の２の基準に適合して
　　いる場合に○印を記入し、（合計）には、○印の合計数を記入すること。

　５．乗降場の数の欄には、当該停留場に設置されている乗降場の総数を記入し、（合計）には、その合計数を記入するこ
　　と。

　６．段差が解消されている乗降場の数の欄には、停留場の出入口とそれぞれの乗降場との間の経路の段差が解消されてい
　　る乗降場の数を記入し、（合計）には、その合計数を記入すること。

　７．エレベーターの設置基数の欄には、当該停留場に設置されたエレベーターの総数を記入し、同欄の括弧内には、公共
　　交通移動等円滑化基準省令第４条第７項の基準に適合するエレベーターの設置基数を記入し、（合計）には、それぞれ
　　の合計数を記入すること。

　８．エスカレーターの設置基数の欄には、当該停留場に設置されたエスカレーターの総数を記入し、同欄の括弧内には、
　　公共交通移動等円滑化基準省令第４条第９項の基準に適合するエスカレーターの設置基数を記入し、（合計）には、そ
　　れぞれの合計数を記入すること。

　９．その他の昇降機の設置基数の欄には、エレベーター及びエスカレーター以外の昇降機の設置基数を記入し、（合計）
　　には、その合計数を記入すること。

　10．傾斜路の設置箇所数の欄には、当該停留場に設置された傾斜路の総数を記入し、同欄の括弧内には、公共交通移動等
　　円滑化基準省令第４条第６項及び第６条の基準に適合する傾斜路の数を記入し、（合計）には、それぞれの合計数を記
　　入すること。

　11．視覚障害者誘導用ブロックの設置の有無の欄には、公共交通移動等円滑化基準省令第９条の基準に適合している場合
　　に○印を記入し、（合計）には、○印の合計数を記入すること。

　12．案内設備の設置の有無の欄には、公共交通移動等円滑化基準省令第10条から第12条までの基準に適合している場合に
　　○印を記入し、（合計）には、○印の合計数を記入すること。


